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本説明会について
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意見招請の趣旨に則り、皆様の幅広くご意見を伺い、公正かつ適切な仕
様等を作成し、円滑な公募を実施することを目的とします。

そのため、本事業の全体の構成、考え方、求めるもの等を中心にご説明
いたします。

ぜひご意見いただければ幸いです。

※募集要項（案）、仕様書（案）等の公告資料の主要点をご説明しますが、
 上記資料の記載で分かりづらい点等がありましたら、遠慮なくご質問ください。



JSTについて
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科学を支え、未来へつなぐ

例えば、世界的な気候変動、エネルギーや資源、
感染症や食糧の問題。私たちの行く手にはあまたの
困難が立ちはだかり、乗り越えるための解が求められ
ています。
JSTは、これらの困難に「科学技術」で挑みます。

新たな価値を生み出すための基礎研究やスタート
アップの支援、研究戦略の立案、研究の基盤となる
人材の育成や情報の発信、国際卓越研究大学を
支援する大学ファンドの運用など。

JSTは荒波を渡る船の羅針盤となって進むべき道を
示し、多角的に科学技術を支えながら、安全で豊か
な暮らしを未来へとつなぎます。

JSTは、科学技術・イノベーション政策推進の中核的な役割を担う
国立研究開発法人です。



JST文献情報提供事業について
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本事業は、研究開発のライフラインである科学技術情報を網羅的に整備し、

研究者・技術者が利用しやすい形で提供することで、効率的な研究開発活動を

促し、科学技術の振興を図ることを目的とした有償事業を、昭和32年から実施し

ています。

【JST科学技術文献情報の特徴】 2026年5月現在

・全科学技術分野を対象に約7,000万件を蓄積 

・原文に立脚した真正なデータ、統制・構造化データ、抄録・索引等の独自データ等

・世界50数カ国 約8,800誌、国内 約10,000誌の刊行物を収集

・一般に入手困難な会議資料等も収集

売上



文献情報提供事業のさらなる拡充と競争力強化を目的として、

社会環境やAI等の技術変化に対応した新サービスの公募を実施します。

全科学技術分野を網羅する文献データは、極めて正確かつ信頼性の高い

知識体系の集積です。

これらの、他社が容易に模倣できないJST独自のデータ資産を活用することで、

市場環境の中で競争優位に立つ可能性があると考えられます。

民間事業者の斬新なアイデアや最先端テクノロジーとの相乗効果により、

新たな価値が創出されることを期待します。
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公募の背景・趣旨

民間の知見

新たな価値の創出

民間の技術・アイデアJSTのデータ資産
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○独自性の高い文献データの活用による競争優位性の獲得

○大規模・高品質データへのアクセス

○公的機関との連携による実績・信頼性の獲得および強化

○新たなサービス展開・市場創出の契機

○文献データの活用による既採択サービスの付加価値向上

○技術提供によるサービス開発と新市場参入の実現

共創価値パートナーシップ

JSTが信頼性の高い文献データを提供し、公募により採択された企業が

事業主体として自律的にサービスを運営します。

技術補完事業者は、既採択サービス事業者を事業主体としたサービス運営
に参画します。

新サービス提供により得られる価値
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JSTデータを活用した
『全く新しい、別個のサービス』を提供

新サービス

主に文献検索・配信サービスおよび
機能拡張したサービスを提供

既採択サービス

＜JDreamⅢ＞

既採択サービスの運営事業者に技
術を提供し、共に新サービスを提供

技術補完

公募済

新公募

新公募

＜JST＞

科学技術情
報の収集、
データ作成、
辞書整備、
保管、提供

など

JSTと民間事業者が一体となって事業を推進します。

事業形態
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公募枠

自らサービスを提供する事業者

① 新規サービス開発タイプ  

 独立した新たなサービスを開発し、自ら提供する者

  ② 自社サービス強化タイプ

  既存の自社サービスにJSTのデータ等を取り込み、サービスを強化する者

1. 新サービス事業者枠

2. 技術補完事業者枠

既存のサービス運営事業者へ技術を提供する事業者
＊自らサービスの提供はせず、サービスの利用者との接点を持たない

２つの公募枠から、どちらか一方を選択してください。

補足：①または②、もしくは両方の提案が可能です。提案数に制限はありません。



既採択サービスのAI拡張 
新プラットフォームサービス（2027年開始予定）
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既採択サービスについて

文献検索

用途やニーズに応じた
新たな技術導入や機能拡張
を提供している

業績動向をもとに
研究者を効率的に探索

医学薬学系のエビデンス・
 関係性等を抽出

テクノロジートレンドを
可視化

基本サービス
目的に応じた高度な拡張サービス

運営：

https://jdream3.com/

参考
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技術補完事業者の提案採用イメージ参考

機能追加

提案内容をもとに、既採択事業者との協議・調整により決定。
機能追加や新たなサービス企画となる場合も想定。

新サービス企画

＜昨年公募のプレスリリース＞

共同研究・オープンイノベーション支援サービス

技術調査分析・戦略立案 AI エージェントサービス 
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JSTの主な提供データ

(2) JSTの辞書等

（１）文献情報データベース（JST系ファイル）

ファイル名 収録情報 収録年代
（更新頻度）

収録件数
（年間件数）

JSTPlus 日本国内外発行の資料から科学技術（医学を含む）全分野に関する
文献情報を収録。

1981年4月～
(月4回)

約4,590万件
(約250万件)

JMEDPlus 日本国内発行の資料から医学、薬学、歯科学、看護学、生物科学、
獣医学等に関する文献情報を収録。

1981年4月～
(月4回)

約1,210万件
(約53万件)

JST7580 日本国内外発行の資料から科学技術全分野に関する文献情報を収録。
現在は更新なし。

1975～1980
年

（更新なし）

約214万件
（－）

JST5874 日本国内外発行の資料から科学技術全分野に関する文献情報を収録。
現在は更新なし。

1958～1974
年

(更新なし)

約406万件
(－)

JSTChina 中国国内で発行される科学技術資料に掲載された文献情報を収録。
2007年サービス開始。現状は無料ファイルとして提供。

1981年4月～
(月2回)

約520万件
(約16万件)

(4) 機械処理システム
機械翻訳システム：海外文献データについて、英日の機械翻訳を行うシステム
自動索引システム：文献の標題・抄録などを入力として、ルールに従って索引事項を自動付与するシステム

著者ID：延べ２億７千人にのぼる文献の著者名を名寄せしたもの
機関ID：延べ１億１千件にのぼる文献の著者が所属する機関名を名寄せしたもの

  2024JSTシソーラス【約11万概念】/大規模辞書【約120万語】/日本語異表記辞書 など７種

(3) 名寄せID
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JSTの主な提供データの留意点

（１）科学技術総合リンクセンター（J-GLOBAL※） での提供

・オープンサイエンスの世界的な潮流を踏まえ、 JST提供データはJ-GLOBALでも公開。
・書誌データの提供が中心であるが、平成20年4月以降収録分は、抄録・索引等、
 本公募と同等のデータを、原則として、本事業における提供の6ヶ月後に公開。

 ※JSTが運営する文献、化学物質、特許、研究者等の科学技術情報を体系的に整備し、

領域横断的につなぎ合わせて無料で提供している情報検索サイト

（２）機械処理システムの利用について

・機械処理システムは当面、JST保有のものを利用。
・システムの移転・複製等の要否、および利用形態に伴うJSTの役務発生時の
 費用負担等は、利用想定や費用対効果を踏まえ、事業者とJSTで協議の上、決定。



フィージビリティスタディ（FS）方式
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FS要素

1. 目的・範囲の明確化  ２. 市場調査   3. データ分析・評価   4. リスク評価  5. 最終評価

FS実施結果による
事業者の随時判断

提案
審査提案

事業者が
実施判断

契約交渉・締結等

撤退
or

初期
契約
交渉

(任意)

初めて科学技術情報や文献情報を取り扱う事業者向けに、事業実施の

不安を解消するためのFS期間を設けます。

審査通過後は、実際にJSTデータを用いて事業実施の可否を判断できます。

※JSTからFS用のデータを貸出します（一部の国内誌に限定）

※FS要素を選択（複数選択可）し、各項目毎に判断ポイントを設定・結果を簡潔に報告

（実施期間 最大3か月：新サービス事業者枠の提案サービスのみ選択可能）



・原則、継続を前提とする。

・ただし、やむを得ない事由により、 以下を全て満たす場合のみ
サービス終了を可能とする。

 a.正式リリースからの経過期間（１年）

 b.サービス赤字が一定期間継続（１年） 等

 c.他事業者によるサービス継続ができない

 d.サービス停止告知からの猶予設定（6ヶ月）

・全てのサービスが撤退完了した場合、本事業からの事業者の撤退となる。
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新サービスの事業リスクを低減するため、サービス撤退条件を

明確化し、下記の条件を満たせば撤退を可能とします。

サービスの撤退について

※技術補完事業者枠では、既存のサービス運営事業者との調整によります。



その他概要
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募集方式 公募型プロポーザル

選考方法 提案書審査・プレゼンテーション

採択企業数 複数社を予定

事業期間 令和9年4月1日～令和13年3月31日（５年間）

今後開示予定の募集要項・仕様書をご参照ください。
また、最新情報は下記ホームページにて随時公開予定です。

URL：https://jipsti.jst.go.jp/jouhou-koubo/top.html

■概要

■詳細
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応募から契約締結までのフロー

提案書提出

審 査 ※

プレゼンテーション

提案者によるFS

非選定

非選定

辞退

新サービス事業者枠 技術補完事業者枠

JSTと契約
既採択事業者との

契約交渉

非選定

非選定

※審査は、JST役職員並びに外

部有識者で構成する「選定委員
会」で行う。

※技術補完事業者の審査には
既採択事業者も参画
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固定ロイヤリティ

売上高 × 9%（最低額）

＊上限：130百万円

＊事業期間の当初3年間は

 支払免除。

  （４年目から支払い発生）

変動ロイヤリティ

    営業利益 × X%(*1)（段階的） − 固定ロイヤリティ

事業期間５年間（5年後に公募を実施）

ロイヤリティ条件①新規サービス開発タイプ

<利用に係るロイヤリティ> <利益に係るロイヤリティ>

新サービス開始後、JSTが提供するデータに係るロイヤリティの支払いが発生します。

1年目
10％

2年目
20％

3年目
30％

4年目
40％

5年目
50％

新サービス事業者枠：①新規サービス開発タイプ

*1：新サービスの売上規模が10億円以上の場合は、段階的なロイヤリティではなく
 50％の固定ロイヤリティになります。
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調整・合意のうえ、JSTデータを取り込みサービスを強化して得られた

売上・利益分でロイヤリティを算定します。

ロイヤリティの算定式は、新規サービス開発タイプと同様です。

新サービス事業者枠：②自社サービス強化タイプ

算定対象

補足：技術補完事業者については、既存のサービス運営事業者との二者間での調整となります。
JSTへのロイヤリティの支払いは発生しません。

ロイヤリティ条件②自社サービス強化タイプ



19

固定ロイヤリティ

売上高 × 9%（最低額）

＊上限：130百万円

＊事業期間の当初3年間は

 支払免除。

  （４年目から支払い発生）

変動ロイヤリティ

    営業利益 × X%(*1)（段階的） − 固定ロイヤリティ

事業期間５年間

【参考】ロイヤリティの5年間の算出例

1年目
10％

2年目
20％

3年目
30％

4年目
40％

5年目
50％

仮に、売上1億円、利益2000万円が5年間続いた場合

１ １億円  9% 0

２ １億円  9% 0

３ １億円  9% 0

４ １億円  9% 900万円

５ １億円  9% 900万円

2,000万円  10％＝200 －0 万円

2,000万円  20％＝400 －0万円

2,000万円  30％＝600 －0万円

2,000万円  40％＝800 －900万円※

2,000万円  50％＝1,000 －900万円

200万円

400万円

600万円

900万円

1,000万円

（合計：3,100万円）

（自社サービス強化タイプは算定対象額のみ）

※変動が固定を下回る場合は、固定のみ支払い
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（参考） 2026新サービス公募の応募・採択・実施の種別

事業形態
（事業者枠）

サービスタイプ
提案
方式

応募者の構
成

補完／連
携

事業者
契約交渉先 契約先 ロイヤリティ

１．

新サービス事
業者枠

新規サービ
ス開発タイ

プ
複数サービ
スの場合、
サービス毎
にタイプを
選択可能

FS
実施
選択可

単体
又は

複数の法人
（代表法人
１社）

設定
可

JST JST あり

自社サービ
ス強化タイ

プ

２．

技術補完事業
者枠

なし なし 上記同様 上記同様 既採択事業者 既採択事業者
なし

既採択事業者と
利益を配分
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新サービス事業者枠によるサービス提案

※サービスの有する機能（文字列検索、要約、レコメンド、レポート等）での重複・類似は可とする。

【実施不可】

既採択サービスと同様のサービスの提案

Check※

【実施可能】

既採択サービスと差別化したサービスの提案

「提供価値の異なり」で判別する
実際にサービスを利用する者の視点において、既採択サービスでは実現・感得で
きない、新たな価値や利用体験が提供されていることを「異なる」と定義する。

サービス実施（募集）の範囲
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【参考】 「提供価値の異なり」とは

利用者視点における既存のサービスと新サービスの「提供する価値」の

比較イメージ

提供する価値 既採択サービス 新サービス

①価値そのものの違い

②到達する価値の違い

③利用者が体験する
 範囲の違い

研究者探索
（探す・見つける）

マッチング
（会う）

成長支援
（成長する）

*共通する目的：産学連携機会を最大化

支援
提示
アナリティクス
情報収集

決定代行
提案（処方）
エージェント
判断実行

論文検索：
過去を知る

トレンド：
未来を知る



・既採択サービスの提供価値

＜サービス＞
・文献検索サービス
・ExpertFinder   
・SR
・Innovation Assist
・AIによる高度化

＜提供価値＞
→・・・・・・・・・・・・・・・・・・
→ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
→ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
→ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
→ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
→ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

既採択サービスの提供価値を簡潔に定義

・提案サービスの提供価値
・既採択サービスとの提供価値の異なりを
提案書に記載

＜提案サービスの提供価値＞
・XXX
・YYY   
・ZZZ
・AAA

＜提供価値の異なり＞
 ・・・・・・・・・・

    ・・・・・・・・・・
    ・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・

→・・・・・・・・・
→・・・・・・・・・
→・・・・・・・・・
→・・・・・・・・・

選定委員会にて、
「提供価値の異なり」を確認

対応・比較

「提供価値の異なり」の審査の方法
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採択後の計画変更や機能拡張等においても、既採択サービスとの「提供価値の異なり」を遵守
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価値の定義と提供機能について



実施スケジュール

JSTと
意見交換可能
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7/7～7/23

意
見
招
請
・回
答

公
募
開
始

提
案
書
〆
切

審
査
・ヒ
ア
リ
ン
グ

審
査
通
過
企
業
と
の
交
渉
開
始

事
業
者
の
決
定
（JST

理
事
会
議
）

8/17 10/14
12/1
以降

3月
中旬

11/12
or

11/17

サービスや
契約内容の
交渉資料開示・閲覧

周
知
活
動
開
始

（注） 「技術補完事業者枠」および「FS提案方式」は上記スケジュールと若干異なります。

意
見
招
請
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① 公募開始日 8月17日（月）
② 募集要項等に関する説明会 申込締切 8月21日（金） 14:00
③ 募集要項等に関する説明会  8月25日（火） 14:00～
④ 関連資料の閲覧（任意） 8月26日（水） ～ 9月30日（水）
⑤ 参加資格審査申請書類に関する質問受付締切 8月26日（水） 14:00
⑥ 参加資格審査申請書類に関する質問回答 9月 2日（水）
⑦ 参加資格審査申請書類の提出締切 9月 9日（水）
⑧ 提案書に関する質問受付締切 9月16日（水） 14:00
⑨ 提案書に関する質問回答 9月30日（水）
⑩ 提案書の提出締切 10月14日（水）
⑪ 提案書に関するヒアリング（別途連絡） 11月12日（木）または17日（火）
⑫ 「採択候補事業者」の決定 12月1日（火）以降
⑬ 「採択候補事業者」との交渉及び事業契約の締結 令和9年3月下旬までを予定※

  ※FSや契約交渉の状況に応じ、遅くとも令和９年10月末までに締結予定

実施スケジュール（詳細）

各申込、提出について、募集要項・提出書類作成要領の様式等をご確認ください。



応募資格審査の要件について

項目 新サービス事業者枠 技術補完事業者枠

国内拠点 日本国内に拠点を有する法人であること

税金の完納 法人税・消費税を完納していること

予決令の規定 予決令第70条・第71条に該当しないこと

指名停止等 指名停止等の期間中でないこと

倒産手続 破産・更生・再生等の申立がないこと

役員・反社排除 役員の欠格不該当、反社会的勢力の排除

親会社の適合性 親会社が上記(役員・反社等)に該当しない

プライバシー保護 ISO/IEC27701、JISQ15001、Pマーク、または同等の管理（文書化手順など）

セキュリティ管理 ISO/IEC27001、JISQ27001準拠、または同等の管理（文書化手順など）

品質マネジメント -
ISO9001準拠、または同等の管理（文書化手順
など）

企業の社会的責任 - 雇用同意、最低賃金・秘密保持厳守など

同等業務の実績 - 本公募同種・類似業務の履行実績

財務基盤
安定性のある財務的基盤を有すること
（JSTによる与信調査）

安定性のある財務的基盤を有すること
（3期分の決算書等）
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項目 新サービス事業者枠 技術補完事業者枠

１．事業実施方針 企業理念や提案サービスの意義、本公募趣旨や公共的取り組みとの整合性等

2.技術・サービス
の内容

JST提供データの価値向上 技術・サービスの価値
①課題
②新規性・優位性
③実現可能性

技術面における実現性（先進性含む）

十分な市場性（市場の将来性も含む）

独自性や他社との差別化、競争優位性
全体サービスイメージ ※任意記載
（既採択サービスとの関係・寄与）

FSの実施内容 （FSを選択の場合）

提案書評価の要件について①
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比較項目 新サービス事業者枠 技術補完事業者枠

3. 事業実施に関
する内容

組織体制、人員配置計画

事業実施の実績

事業実施の役割分担

事業実施の体制

責任者及び担当者の実績

4. サービスシス
テムに関する内
容

システムの構築・運用計画

システム構成

システム構築計画

システム連携イメージ

拡張性・保守性

性能指標と再現性（応答・処理性能等）

脆弱性（混入の対策等）

5. サービス営業
に関する内容

営業戦略および具体的手法 該当なし

29

提案書評価の要件について②



比較項目 新サービス事業者枠 技術補完事業者枠

6. コンプライアンス、
リスク管理等

法規遵守・情報管理・守秘の具体策

経営規範やガバナンス

ＡＩ利用の指針

災害やサイバー攻撃へのＢＣＰ対策

7. ワーク・ライフ・バラ
ンス等の推進に関する
指標

女性活躍や次世代支援などの公的認定

8. データ利用許諾に
対する対価／コスト構
造と費用負担

売上予測や根拠
コスト構造

費用分担

ロイヤリティ（固定＋変動）
想定市場価値 ※任意記載

30

提案書評価の要件について③
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JST提供データとAI利用について

有償出版社：

10社（1,180万件）

無償出版社：
21社（114万件）

OA誌：
4社（129万件）

2024年2月時点

① 国内誌
2,460万件

外国誌
3,400万件

JDreamⅢ
J-GLOBAL

文献データ
5,860万件

冊子体
由来データ
1,980万件

②メタデータ
1,420万件年間作成件数（R7年実績）

① 国内誌：約69万件
② 外国誌：約236万件

文献データ全体の24%

本事業に関する
ある程度、包括的な
実施・利用を確保

事業者の個社毎
にサービスや機
能の許諾が必要

新規サービス実施
に係る出版社等と
の調整対象

・JST提供データには、「JST自らが作成したデータ」と「JSTが出版社等と交渉
契約により許諾を得たデータ」があり、後者はサービスごとの交渉・許諾が必要



JDreamサービスの一部サービスや機能について許可されたもの
国内誌：利用可能な誌数10,700誌のうち約52%程度
外国誌：利用可能な誌数 8,800誌のうち約56%程度

AI利用可能状況および制限事項

１．AI利用可能なデータの状況

２．データのAI利用の可否

（令和8年度継続収集誌数ベース）

①利用可能な事例：
・データの検索やその結果としてのデータそのものを出力すること
・AIによる加工を伴う出力
※元データの意味や意図を歪めること、ハルシネーション等の抑制、出所明示は義務

②利用不可な事例：
・自社および汎用AIモデルへの学習、学習パラメータ等の提供や転用、顧客での利用
  （自社AIモデルについては一部利用可能な場合あり。個別にご相談ください。）

３．AIの安全利用にむけた責任とガイドライン

政府ガイドライン等の遵守に努めること、など
・AI事業者ガイドライン ［総務省・経済産業省］
・AIと著作権に関するチェックリスト＆ガイダンス ［文化庁］
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JSTとのコミュニケーション、計画等について

★仕様書（新サービス事業者枠）別紙２参照
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＜JSTとのコミュニケーションと協力等＞

   ・定期的な連絡会議等においてJSTとのコミュニケーションを図ること。

   ・連絡会議を含め適宜適切に、事業を実施するうえで必要となるJSTへの連絡、報告、

調整、協議を行うこと。

・JSTから協力を求められた場合には、可能な限り対応の方策を検討し、協力すること

・JST内の各種会議体へ必要に応じて参加し、適宜、調査、報告、提案等を行うこと。

＜計画書・報告書＞
   （１）事業運営関連書面（事業期間5年の計画等）

・事業運営仕様書（事業の基本的な仕様を定めたもの）
・事業運営マニュアル
・事業運営体制図
・事業運営計画書

 （２）年度事業運営計画書（年毎の計画等）

・経営計画、営業計画、システム運用計画等

 （３）四半期報告書

・経営状況、営業計画やシステム運用計画の実施状況等

  ※JSTの確認および修正指示への対応を行うこと。



JSTとの意見交換
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ご質問やご提案に不明な点があり、JSTに相談したい場合や直接説明を

受けたい場合には、個別の意見交換の機会を設けますので、ご活用ください。

○応募資格や対象範囲

○提案内容が公募趣旨と合致しているか

○新サービスの範囲について

○JSTとの連携について

【意見交換の例】

ご質問・意見交換の窓口：情報事業部 公募担当
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問い合わせ先

国立研究開発法人科学技術振興機構

情報事業部 公募担当
E-mail：jouhou-koubo@jst.go.jp

「2026新サービス公募」特設ページ

URL：https://jipsti.jst.go.jp/jouhou-koubo/top.html

mailto:jouhou-koubo@jst.go.jp
mailto:jouhou-koubo@jst.go.jp
mailto:jouhou-koubo@jst.go.jp
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